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活動内容 目的 

私たちジャパンハーベストは、岡山市、倉敷市、総社市を中心に、福祉施設、
子育て支援団体、ひとり親世帯を含む要支援世帯に対して継続的な食糧支援を
行っています。 
現在、農林水産省に登録されているフードバンクは岡山県内に 7 団体しかな
く、その活動拠点は岡山市、笠岡市、高梁市、瀬戸内市、吉備中央町に限られ
ています。そのため、多くの市町村では食糧支援の仕組みが十分に整備されて
おらず、支援を必要とする人々へのアクセスに地域間格差が生じています。 
私たちはこれまでの活動を通じて、特に備前市や玉野市などフードバンクが存
在しない地域において、食糧支援へのニーズが高いことを実感してきました。
一方で、継続的な支援を実現するためには、物資を届けるだけでなく、地域ご
とに支援を担う人材や協力団体とのネットワークを構築し、自立的に活動でき
る体制を整えることが不可欠です。 
本事業では、これまで培ってきたフードバンク運営のノウハウを活かし、行政
機関や地域福祉団体との連携を進めながら、備前市・玉野市をはじめとする地
域に新たなチームを組織します。各地域において食品回収、保管、配送、支援
先との調整を担う体制づくりを行い、持続可能な食糧支援の基盤を整備しま
す。 
本事業を通じて、フードバンク空白地域における支援体制を構築し、岡山県内
のどの地域に暮らしていても必要な時に食糧支援へアクセスできる環境づくり
を目指します。また、地域住民、企業、行政、福祉団体が協力する仕組みを広
げることで、岡山県全体の福祉向上と地域共助の推進に貢献します。 



 

内容 

 
① 食糧支援活動 

ジャパンハーベストは、岡山市、倉敷市、総社市、玉野市、備前市を中心に、
福祉施設、子育て支援団体、要支援世帯に対して、週 7 日体制で食糧支援活動
を実施しています。本団体は倉庫を持たないフードバンクとして、食品を提供
元から直接受け取り、必要とされる場所へ迅速に届ける「即時配送型」の仕組
みを構築しています。この仕組みにより、保管コストを抑えつつ、食品ロスの
削減と支援の即時性を両立しています。 
2023 年度は、18 トン 653 キロの食品を 22,164 人に提供し、1 日あたり約 62
人が支援を受けました。2025 年度には、35,000 人への支援を目標としていま
す。今後も本活動を基盤とし、支援量および対象地域の拡大を図ります。 

② 地域チームの結成 

岡山県内では、20 市町村にフードバンクが存在せず、食糧支援の仕組みが未
整備な地域が多数存在しています。本事業では、これらの地域において、新た
に 3 チーム以上の地域支援チームを結成し、継続的な食糧支援体制の構築を行
います。 
具体的には以下のステップで実施します： 

• 各地域における支援ニーズの調査 
• ボランティア、企業、行政との連携によるチーム編成 
• 地域リーダーの育成および運営ノウハウの提供 
• 定期的な食糧支援活動の実施と定着化 

これにより、単発的な支援ではなく、地域ごとに自立的に機能するフードバン
ク体制を構築します。また、公共冷蔵庫（コミュニティフリッジ）に関心を持
つ地域に対しては、導入・運営に関するノウハウ提供を行い、地域内での支援
インフラの多様化を促進します。 

③ 行政機関との連携 

ジャパンハーベストは、2021 年度より岡山市中区福祉事務所との連携を開始
し、その後、保健福祉会館、岡山市社会福祉協議会、東区福祉事務所、南区西
福祉事務所へと連携を拡大してきました。現在は、行政が把握している生活困
窮世帯に対し、公的支援を補完する形で食糧支援を実施しています。 
本活動は自治体からの委託費に依存しておらず、行政に財政的負担をかけるこ
となく、柔軟かつ迅速な支援を可能にしています。 
今後は、この連携モデルを岡山県内の他地域へ展開し、行政機関と民間団体が
協働する支援体制を構築することで、県全体における食糧支援の網羅性と持続
性を高めていきます。 
 

当初の
計画か
らの変
更点 

 
当初は、岡山県内においてフードバンクが存在しない 20 市町村を対象に、地域
ごとのチームを組織する計画としていました。しかし、実際の活動を通じて、
支援の必要性は行政区分に依らず存在していること、また、既存の地域内にお
いても支援が十分に行き届いていない層があることが明らかになりました。 
このため、対象エリアを限定するのではなく、生活困窮や精神的課題など困難
な状況にある人々への支援を最優先とし、支援ニーズに基づいてチームを組織
する方針へ変更しました。 
その結果、以下の新たな地域チームが発足しました： 

• 倉敷市連島地区の子ども食堂おはなとの連携による、毎週金曜日の食糧
支援（2025 年 4 月開始） 

• 岡山福田地区における「岡山南チーム」による毎週金曜日の食糧支援
（2025 年 8 月開始） 

• 高梁市における食品ロス農産物を活用した食糧支援活動 

これにより、特定の空白地域に限定せず、実際の支援ニーズに即した柔軟かつ
効果的な体制構築へと転換しました。 



成果 

 
本事業の実施により、食糧支援の規模および質の両面において、大きな成果が
得られました。 

まず、支援実績については、支援人数：41,347 人（当初目標 35,000 人を達成、
前年度比 27.7％増）、取扱食品量：36 トン 359 キロ（前年度 23 トン 348 キロ
から 55.7％増）と、いずれも当初目標を大きく上回り、支援規模の大幅な拡大
を実現しました。この成果は、地域チームの結成および行政機関との連携強化
により、支援のネットワークが広がり、より多くの支援対象へアクセスできる
体制が構築されたことによるものです。 
また、地域における具体的な成果として、倉敷市および高梁市では、メンバー
が主体的に関わる形で定期的な食糧支援活動が定着し、継続的に支援が行われ
る体制が構築されました。 
さらに、児童養護施設への継続的な支援を通じて、子どもたちから手紙や寄せ
書きが寄せられるようになり、単なる物資提供にとどまらず、支援を通じた信
頼関係の構築や心理的な安心感の醸成にもつながっています。 
加えて、大阪・関西万博においては、9 カ国のパビリオン内レストランと連携
し、約 6 トンの食品を受け入れました。これらの食品を地域の子どもたちへ提
供することで、国際的なイベントで発生する食品ロスを地域資源として活用す
る、新たな取り組みを実現しました。 

これらの成果により、私たちは、食糧支援の提供にとどまらず、地域ごとに持
続可能な支援体制を構築し、食品ロス削減と福祉向上を同時に実現するモデル
を確立しつつあります。令和 7 年度農林水産省「食と農をつなぐワード」にお
いて、当団体代表成田は「消費・安全局長賞」を受賞しました。生活困窮者な
ど「経済的食品アクセス」の改善として、私たちのモデルは評価されていま
す。 
 

今後の課題と対
応策 

 
① 地域チームの運営基盤の強化（人材・食品供給の一体整備） 

課題：地域チームの拡大に伴い、活動の質や継続性にばらつきが生じる可能性がありま
す。特に、本活動はボランティアベースで運営されているため、「週 1 回であれば
参加可能」「月 1 回であれば参加可能」といった関わり方が中心となり、個人単位
では継続的な活動体制や安定的な食品受け入れ体制を維持することが難しいという
課題があります。その結果、人材体制と食品供給体制のいずれかが不安定となり、
支援の継続性に影響を及ぼす可能性があります。 

対応策：これらの課題に対し、個人単位ではなく地域チームとして活動を組織化すること
で対応します。複数のメンバーで役割を分担することにより、参加頻度にばらつき
があっても、チームとして継続的な活動を維持できる体制を構築します。あわせ
て、地域リーダーの育成および運営マニュアルの整備を進め、一定水準の活動を担
保します。さらに、企業、農家、流通事業者との連携を拡大し、複数の供給ルート
を確保するとともに、大阪・関西万博での事例のような大規模連携も活用し、食品
調達の安定化を図ります。 

 

② 行政・地域との連携強化 

課題：岡山市においては、市内 6 ヶ所の子ども家庭センターとの連携により、家庭内暴力
や育児放棄など困難な状況にある世帯への食糧支援が実現しており、センターから
の要請に応える形で月 10 回程度の支援を継続的に実施できています。一方で、この
ような連携は他の自治体や行政機関には十分に広がっておらず、地域によって支援
体制に差が生じている状況です。現在の連携が個別対応にとどまり、他地域へ展開
するための仕組みとして体系化されていないことが課題となっています。 

対応策：岡山市で構築された連携実績を基盤として、子ども家庭センターとの協働モデル
を整理・可視化し、他自治体へ提示可能な形に体系化します。 



 
具体的には、 

• 支援要請から提供までのフローの整理 
• 行政と民間の役割分担の明確化 
• 継続的支援を可能にする運用モデルの標準化 

を行い、再現可能な仕組みとして確立します。その上で、岡山県内の他自治体や福祉関連
機関に対して本モデルを提示し、連携の拡大を図ります。 

③ 組織基盤の強化（人材・運営体制） 

課題：活動の拡大に伴い、代表者および一部メンバーへの負担が増大しており、持続的な
運営体制の構築が必要となっています。 

対応策：役割分担の明確化と人材の確保を進めるとともに、ボランティアからコアメンバ
ーへの育成を行います。あわせて、企業スポンサーとの連携を強化し、安定的な運営基盤
の確立を目指します。 

 



写真の提出 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


